
業務仕様書 

 

１ 業務名 

令和６年度 対日直接投資誘致にかかるプロモーション業務 

 

２ 業務目的 

対日直接投資は、海外からの高度な人材・技術・豊富な資金を呼び込むことでイノベ

ーション創出や海外経済の活力の地方への取り込みにつながり、日本経済全体の成長力

の強化や地域経済の活性化に貢献するもの（内閣府「対日直接投資促進戦略」）であり、

今後の札幌市の経済発展にとっても重要である。しかしながら、外資企業からの札幌市

の認知度は低いのが現状であり、外資企業の進出先として札幌市を選択してもらうため

には、札幌市のビジネス環境や生活環境の魅力について認知してもらう必要がある。 

本業務では、外国・外資系企業の進出や海外投資家からの対日直接投資を促進してい

くにあたり、札幌市の市場の有望性や立地環境の充実などの魅力を外資企業や現地経済

団体等（以下、「外資企業等」という）に対してプロモーションする。 

 

３ 委託期間 

  契約日から令和７年３月 31 日（月） 

 

４ 実施業務 

⑴ 展示会出展 

札幌・北海道の魅力を外資企業に対して積極的にプロモーションするため、海外で

開催される投資シンポジウムや海外展示会に３回以上出展する。 

ア 出展内容 

   出展する展示会のターゲットとなる分野、地域は以下のとおりを想定しており、

以下の展示会を候補としているが、これらに限らず、プロモーションを実施する

にあたり有効と思われる展示会を提案すること。 

 対象分野：エネルギー・環境、IT、半導体等 

 地域  ：西ヨーロッパ、北米、アジア 

 ・ World Smart City Expo（高陽市/韓国） 

   2024 年９月３日～2024 年９月５日 

 ・ RE+Events（カリフォルニア州アナハイム/アメリカ） 

2024 年９月９日～2024 年９月 12 日 

・ electronica 2024（ミュンヘン/ドイツ） 

2024 年 11 月 12 日 ～ 2023 年 11 月 15 日  

   ・ CES 2024（ラスベガス/アメリカ）   

      2025 年１月７日～2025 年１月 10 日           

・ E-World（エッセン/ドイツ）会期未定             

            

  イ 業務内容 

   (ｱ) 出展申し込み 

・ 出展する展示会が確定次第、必要なブースについて主催者との調整、申込、  



ブース出展費用の支払を行うこと。 

・ ブースはプロモーション及び出展する市内企業が外資企業との商談などの対応

が可能な広さを確保し、出展場所等は委託者及び主催者と相談の上、決定するこ

と。 

 

(ｲ) ブース運営 

・ プロモーションを効果的に行えるよう、ブースの設営を行うこと。設営にあ

たっては、札幌のビジネス環境や住環境について PR が可能となる装飾とするこ

ととし、必要に応じ、観光プロモーションのポスター等も活用すること。 

・ 出展期間中は委託者と調整をしながらブースの運営を行い、ブース来訪者や 

イベント参加者へのプロモーションを行うこと。なお、その際は通訳を配置する

等、現地の言語対応を行うこと。 

・ 各展示会にて、50 社以上と意見交換、交流することを目標とする。 

 

(ｳ) 出展企業募集 

 展示会出展時には札幌市内企業の出展も併せて行うため、出展を希望する企業 

の募集を行うこと。なお、1-3 社程度の出展を目標とする。 

 

   (ｴ) 出展企業の支援 

     主催者の出展企業の調整など、以下のサポートを行うこと。 

     ・ 展示会の参加申込。 

     ・ 飛行機、ホテル手配のサポート 

     ・ 現地での移動サポート 

     ・ 商品や必要備品の郵送、レンタルなど、出展に係るサポート 

     なお、展示会のブース出展費用は委託費に含めることとするが、それ以外の費

用については、出展企業の負担とする。 

 

   (ｵ) 現地経済団体等との面談 

・ 展示会出展期間中、若しくは出展期間前後には、出展地域の経済団体等との  

コネクションを構築するため、面談をセッティングすること。また、必要に応じ

通訳を手配すること。 

 

   (ｶ) 運営人員・移動手段の確保 

・ 展示会出展にあたっては、ブース運営が滞りなくなされるよう、十分な人員を

確保すること。 

    ・ 現地では必要に応じ、展示会場及び経済団体等との面談に必要となる、移動

手段を確保すること。 

 
 ⑵ 現地専門家によるプロモーション業務 

受託者は委託者と連携し、下記に定めるプロモーション業務を行う。 
ア 対象国（専門家の滞在地） 



ヨーロッパ内の１か国を拠点とし、周辺の国を含めて対象とする。 
  イ 内容 
   (ｱ) プロモーション対象者の選定 
     札幌市のプロモーションを実施するにあたり、プロモーションの対象とする外

資企業等のリストを作成する。なお、実際に訪問する企業、団体については委託

者と協議の上決定すること。 
   (ｲ) 外資企業等への PR 

  (ｱ)で決定した外資企業等のアポイントを取得し、面談の上札幌市の PR を行う。

面談に当たっては、可能な限り直接訪問のうえ実施することとするが、やむを得

ない場合はオンラインでの面談も可とし、オンラインの場合は委託者の同席につ

いても対応すること。委託期間内に 15以上の外資企業企業等と面談を行うこと。 
   (ｳ) 現地展示会等での PR 
     現地で開催される国際展示会や経済イベントに参加し、札幌市の PR を実施す

ること。委託期間内に５つ以上の展示会やイベントに参加することとする。なお、

４⑴の展示会出展業務での活動も、展示会の一つとして含めて差し支えないが、

展示会にて面談や PR を行った企業等については、４⑵(ｲ)の面談数には含めない

こと。 
   (ｴ) 札幌市内企業とのマッチング 

札幌市への誘致にあたり、外資企業等が札幌市内企業とのマッチングを求めてい

る場合には適宜委託者や関係する団体へ繋ぐこと。なお、外資企業等と札幌市内企

業がオンラインでの面談を実施する場合には、日程の調整やオンライン会議のセッ

ティングなど、必要なサポートを行うこと。 
   (ｵ) 相談窓口の案内 
     札幌市への誘致にあたり、補助制度など詳細な内容について問い合わせたい場

合は、以下に記載の「⑶外資企業問い合わせ受付窓口」若しくは別途委託者が整

備予定の相談窓口を案内すること。 
 

⑶ 外資企業相談対応 

 ⑴のプロモーションを行うことで、外資企業からの問い合わせが増加することが見

込まれるため、外資企業からの問い合わせ受付窓口を設置し、札幌市の補助金の紹介

や外資企業の相談、質問に英語にて対応すること。また、必要に応じ英語以外での言

語での対応も行うこと。窓口についてはメールアドレス、電話番号のいずれか、もし

くは両方を整備すること。また適宜、専門機関等への引継ぎを行い、札幌進出への支

援を行うこと。 

 なお、10 月以降に別途委託者がワンストップ相談窓口を整備予定のため、この業務

は相談窓口整備までの間、対応することとする。10 月までの相談内容は適宜ワンスト



ップ相談窓口への引継ぎを行うこと。 

 

⑷ 首都圏でのプロモーション 

既に日本に進出している外資企業の２次投資誘致や在日大使館等へ札幌をPRするた

め、委託者が首都圏にてプロモーションを実施する際に外資企業や在日大使館との調

整など、必要なサポートを行うこと。 

 

⑸ 広報媒体、ノベルティの作成 

・ ⑴のプロモーションにて使用するパンフレットなどの広報媒体をデザインの上、

英語の広報媒体を 1,000 部用意すること。なお、札幌市の魅力が十分に伝わる効果

的な PR 媒体となるよう、内容については受託者と綿密な協議の上決定すること。 

・ 海外プロモーションにて配布するノベルティを作成すること。 

 

 ⑹ その他提案事項 

   ⑴～⑸以外にも、国内外でのプロモーションについて、効果的な取組や手法があれば、

提案すること。 

 

５ 実施報告（成果物）の提出について 

  前項４に掲げた業務について、業務報告書を、電子データにより提出すること。提出

の期日は令和７年３月 31 日（月）とする。 

 
６ 環境への配慮について 

本業務においては、委託者が運用する環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低

減に努めること。 
⑴ 電気、水道、油、ガス等の使用に当たっては、極力節約に努めること。 
⑵ ごみ減量及びリサイクルに努めること。 
⑶ 両面コピーの徹底やミスコピーを減らし、紙の使用量を減らすように努めること。 
⑷ 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリ

ングストップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。 
⑸ 業務に係る用品等は、札幌市グリーン購入ガイドラインに従い、極力ガイドライン

指定品を使用すること。 
７ 個人情報の取り扱いについて 
ア 受託者は、本業務を履行するうえで個人情報を取り扱う場合は、「個人情報の保護に

関する法律」及び「個人情報取扱安全管理基準」を遵守しなければならない。 
イ 受託者は、本事業への参加者に係る個人情報の本市への提供については、必ず本人

の同意を得たうえで実施することとし、個人情報を取扱う際には、別記「個人情報の

取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。 

ウ 受託者は、個人情報の取扱状況について、仕様書別添の様式を用いて毎月 20 日まで

に本市に報告することとする。なお、本報告の開始は契約締結の翌月からとし、履行



期間の最終月分の報告については、実施報告書とあわせて提出することとする。 

 エ EU 域内の個人情報等を取り扱う場合は「GDPR（General Data Protection 
Regulation：一般データ保護規則）」を遵守する等、海外企業の情報の取り扱いに留意

すること。 
 
８ その他特記事項 
⑴ この仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、委託者と受託者が

協議のうえ決定すること。 
⑵ 業務の進行に当たっては、あらかじめ本市の業務担当者と綿密な打ち合わせをし、

必要な企画、提案及び助言等を行うこと。 
また、委託者の意向を適宜反映した広報活動とするため、委託者と定期的に打合せ

を行うこと。 
⑶ 本仕様書に定める事項のほか、札幌市契約規則及び関係法令を順守すること。 
⑷ 受託者は、本市が成果物等を広報及び広告活動等に利用する場合には、自由に使用

できるよう、著作権法（昭和 45 年法律 48 号）第 18 条から第 20 条に規定する著作権

者の権利を行使しないこととする。 
⑸ 受託者は、成果物等が著作物に該当する場合において、本市が当該著作物の利用目

的実現のためにその内容を改変しようとするときは、その改変に同意する。 
⑹ 受託者は、成果物等が著作権法第２条第１項第１号に規定する著作物に該当する場

合には、当該著作物に係る受託者の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条までに規定

する権利をいう。）を当該著作物の引き渡し時に本市に無償で譲渡する。 
⑺ 受託者は、第三者の商標権、著作権その他の諸権利を侵害する者でないことを本市

に対して保証すること。 
⑻ 成果品や資料等の公開に伴い、第三者から権利侵害の訴えその他の紛争が生じたと

きは、受託者は自己の費用及び責任においてこれを解決するものとし、かつ委託者に

何らかの損害を与えたときはその損害を賠償するものとする。 
 ⑼ 本業務の遂行にあたって、企業及び参加者からの申込み及び問合せについては、原

則として受託者が対応すること。また、クレームが発生した場合も、受託者が迅速か

つ誠実な対応を行うとともに、札幌市に報告すること。 
 
９ 委託者担当部局 
  〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所本庁舎 15 階南側 
  札幌市経済観光局 経済戦略推進部 経済戦略推進課    

電話：011-211-2362 E-mail：global@city.sapporo.jp 



個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

 （個人情報の保護に関する法令等の遵守） 

第１条 受託者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関する法律

についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」という。）、「札

幌市情報セキュリティポリシー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項

（以下「特記事項」という。）を遵守しなければならない。 

 

 （管理体制の整備） 

第２条 受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。

以下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しな

ければならない。 

 

 （管理責任者及び従業者） 

第３条 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書

面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報告しな

ければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定

めなければならない。 

３ 受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承

認を得なければならない。 

４ 受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければなら

ない。 

５ 保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければ

ならない。 

６ 従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならな

い。 

 

 （取扱区域の特定） 

第４条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）を定め、業務の

着手前に書面により委託者に報告しなければならない。 

２ 受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認

を得なければならない。 

３ 受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所

から持ち出してはならない。 

 

 （教育の実施） 

第５条 受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項に

おける従業者が遵守すべき事項その他本委託等業務の適切な履行に必要な教育及び研修

を、従業者全員に対して実施しなければならない。 

２ 受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を

別記 



確立しなければならない。 

 

 （守秘義務） 

第６条 受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に

漏らしてはならない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人

情報を他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

４ 受託者は、本委託等業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に関する

誓約書を提出させなければならない。 

 

 （再委託） 

第７条 受託者は、やむを得ない理由がある場合を除き、本委託等業務の一部を第三者へ

委託（以下「再委託」という。）してはならない。 

２ 受託者が再委託する場合には、あらかじめ委託者に申請し、委託者から書面により承

諾を得なければならない。 

３ 受託者は、本委託等業務のうち、個人情報を取り扱う業務の再委託を申請する場合に

は、委託者に対して次の事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。 

 (1) 再委託先の名称 

 (2) 再委託する理由 

 (3) 再委託して処理する内容 

 (4) 再委託先において取り扱う情報 

 (5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策 

 (6) 再委託先に対する管理及び監督の方法 

４ 受託者は、前項の申請に係る書面を委託者に対して提出する場合には、再委託者が委

託者指定様式（本契約締結前に受託者が必要事項を記載して委託者に提出した様式をい

う。）に必要事項を記載した書類を添付するものとする。 

５ 委託者が第２項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して

本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行

為及びその結果について責任を負うものとする。 

６ 委託者が第２項から第４項までの規定により、受託者に対して個人情報を取り扱う業

務の再委託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対

する管理及び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

７ 前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するとと

もに、委託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第８条 受託者は、本委託等業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報

が記録された資料等を、委託者の許諾を得ることなく複写し、又は複製してはならない。 

 

 （派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 受託者は、本委託等業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に



行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければ

ならない。 

２ 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について

責任を負うものとする。 

 

 （個人情報の管理） 

第１０条 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を保持している間は、事務

対応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところ

により、当該個人情報の管理を行わなければならない。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確化し、

取扱規程等を策定すること。 

 (2) 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報

漏えい等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行

うこと。 

 (3) 従業者の監督・教育を行うこと。 

 (4) 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等

の取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄

を行うこと。 

 (5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及び情

報漏えい等の防止を行うこと。 

 

 （提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第１１条 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報について、本委託等業務以

外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。 

 

 （受渡し） 

第１２条 受託者は、委託者と受託者との間の個人情報の受渡しを行う場合には、委託者

が指定した手段、日時及び場所で行うものとする。この場合において、委託者は、受託

者に対して個人情報の預り証の提出を求め、又は委託者が指定する方法による受渡し確

認を行うものとする。 

 

 （個人情報の返還、消去又は廃棄） 

第１３条 受託者は、本委託等業務の終了時に、本委託等業務において利用する個人情報

について、委託者の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前

に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予

定日を書面により委託者に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、こ

れに応じなければならない。 

４ 受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録さ

れた電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な

措置を講じなければならない。 



５ 受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担

当者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１４条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場

合は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなけれ

ばならない。 

 

 （監査及び調査） 

第１５条 委託者は、本委託等業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基

づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者

に対して、実地の監査又は調査を行うことができる。 

２ 委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は本委託

等業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

 

 （事故時の対応） 

第１６条 受託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違

反又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の

有無にかかわらず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、

事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならな

い。 

２ 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者

との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施す

るために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 委託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に

応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

 

 （契約解除） 

第１７条 委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関

連する委託等業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者

に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 

 （損害賠償） 

第１８条 受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないこと

によって委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損

害を賠償しなければならない。 

 

 


